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第１号議案 

令和６年度事業報告 

         （令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

 

１ 概況 

① 令和６年度は「労働者の安全と健康の確保」及び「適正な労働条件の維持・改 

善・向上」に取り組む会員事業場を支援する公益目的事業を積極的に推進するとと

もに、充実した公益事業を担保し財政基盤を確保するために必要な収益事業を、従

前に引き続き展開した。 

 また、事業の展開にあたっては、協会本部と協会各支部との全県下的なネットワ

ークを活かしつつ、労働局等の関係行政機関との連携にも配慮して事業を展開し

た。 

②当協会の主力事業である労働安全衛生法に基づく技能講習、特別教育等の講習

については、社会経済活動が回復したことによる需要の回復、建築物石綿含有建材

調査者による事前調査者制度や事業場における化学物質の自律的管理ための化学

物質管理者等新たな管理者の義務化など、労働安全衛生法の改正による需要の増

大により、講習ごとに差はあるものの、収支的には計画を上回る実績となった。 

 

２ 会員数の状況（令和７年３月３１日現在） 

 会員数（支部別） （ ）内は昨年度３月末会員数      

  和歌山支部………３８８（３９５） 

  日高・有田支部…２０５（２１１）※団体会員含む 

  橋本支部…………２８９（２９２） 

  田辺支部…………１４２（1４４）※団体会員含む 

  新宮支部…………３２８（３３９） 

 合 計   １,３５２（1,３８１）事業場   増減 －２９   

 

３ 役員の状況 

  会 長（代表理事）…………１名 

  専務理事（業務執行理事）…１名 

  理 事 ………………………7名 

  監 事 ………………………１名 

 

４ 理事会・総会の開催状況 

①  令和５年度第２回理事会（令和６年度事業計画・予算等）…（対象期間外） 

（令和６年3月21日 於：労働基準協会） 

②  令和６年度第１回理事会（令和５年度事業報告・決算等） 

（令和６年4月22日於：労働基準協会） 

③  定時総会（令和５年度事業報告・決算・役員改選） 
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（令和６年6月６日 於：アバロームきのくに） 

④  令和６年度第２回理事会（令和７年度事業計画・予算等） 

（令和７年3月18日 於：労働基準協会） 

⑤   令和７年度第１回理事会（令和６年度事業報告・決算等）…（対象期間外） 

（令和７年4月２２日 於：労働基準協会） 

 

 

５ 主要事業の実施状況等報告 

１ 公益目的事業 ＜１＞（労働者の福祉の向上を目的とした事業＝労働災害防止に

対する安全衛生意識の高揚を図るとともに事業者及び事業者団体等の自主的安全衛

生活動の一層の促進を目的とした事業） 

（１）労働災害防止に対する意識の啓発 

  （イ）全国安全週間：7月1日から7月7日（準備期間：6月1日～6月30日） 

     協会紙「労基ニュース紀の国」（以下協会紙という）、ホームページ等を 

    活用しての準備期間中から啓発活動等を実施しました。 

  （ロ）全国労働衛生週間：10月1日から10月7日 

（準備期間：9月1日～9月30日） 

     協会紙、ホームページ等を活用しての準備期間中から啓発活動等を実施しま 

した。 

（ハ）令和６年度第64回「和歌山県労働安全衛生大会」の開催 

令和６年10月２日に「和歌山城ホール」大ホールにおいて、県下労働災害

防止関係団体との共催、和歌山労働局、各労働基準監督署、和歌山県、及び和

歌山市の後援にて開催し、386名（前年比-27人）の参加がありました。 

また、大会会場において、（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会和歌山

支部の協力を得て、安全衛生相談会を開設いたしました。 

大会の主な内容は、以下のとおりでした。 

① 和歌山労働局長「安全衛生表彰」（３社、１名） 

② 和歌山県労働基準協会長「安全衛生表彰」（４社、９名） 

③ 中央労働災害防止協会無災害記録証受賞事業場の披露（3社） 

④ 和歌山労働局健康安全課長「基調講演」 

⑤  特別講演  中沢るみ 氏 
『集中力を高めてエラーを防ぐ！ 食べ方のコツ』  
～ぼんやり・うっかり・エラーを防ぐには～ 

⑥ 大会決議の採択       

   （二）各支部における取組み等 

       各支部において、全国安全週間・全国労働衛生週間の準備期間を中心に 

「安全管理、衛生管理のつどい」等安全衛生大会や研修会を開催しました。 

  （ホ）全国産業安全衛生大会 
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令和６年11月13日から15日までの３日間、広島市で開催され、当県 

からは37名が参加しました。 

（へ）年末・年始無災害運動の実施 

期間：令和６年１２月１日から令和７年１月１５日 

中央労働災害防止協会の主唱に呼応して、協会紙やホームページ、メール

マガジンその他各種講習会等の機会に啓発活動を実施しました。 

（ト）和歌山県労働災害防止団体連絡協議会の開催 

      和歌山県内の労働災害防止団体（以下のとおり）との連絡協議会を年３回 

開催し、和歌山労働局の労働災害防止対策に基づき県下の労働災害防止の 

ための各種取組みを実施しました。 

○建設業労働災害防止協会和歌山県支部 

○陸上貨物運送事業労働災害防止協会和歌山県支部 

○林業・木材製造業労働災害防止協会和歌山県支部 

○港湾貨物運送事業労働災害防止協会和歌山支部 

○一般社団法人日本ボイラ協会和歌山支部 

○一般社団法人日本クレーン協会和歌山支部 

〇建設荷役車両安全技術協会和歌山県支部  

      また、令和６年６月28日、和歌山労働局との共催で、安全衛生管理研 

     修会を開催いたしました。 

（２）労働者の健康確保対策の推進を目的とした取組み 

（イ）「和歌山県産業保健講習会」の開催 

    ＜和歌山労働局、和歌山県医師会及び弊会の３者共催＞ 

県下の産業保健活動の推進に資するため産業医、衛生管理者をはじめとした

産業保健関係者の参加のもと、昭和47年から開催している「和歌山県産業保

健講習会」（第51 回）を、令和７年３月１日に「アバローム紀の国」にて開

催しました。 

（ロ）和歌山産業保健総合支援センター、労働安全衛生コンサルタント会等との 

連携した取組み 

    労働者の健康確保を図るため、働き方改革の柱の一つである「治療と職業

生活の両立支援」の推進をはじめ、「過重労働、メンタルヘルス対策」、「受動

喫煙防止対策」、「化学物質による健康障害対策」等について、和歌山産業保

健活動総合支援センター、労働安全衛生コンサルタント会、また、各支部に

おいては、地域産業保健センターと連携し、各施策等の周知啓発活動を実施

しました。 

（３）労働時間をはじめとする労働条件の確保・改善対策を推進し、より働きやすい

就労環境の整備を目的とした取組み 

（イ）「働き方改革の推進」に向けた取組み 
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労働基準法をはじめとする働き方改革関連法の円滑な施行のため、研修会、 

協会紙等の場から周知啓発活動を実施しました。 

（４）労働関係情報等の提供、広報・啓発サービスの取組み 

  （イ）協会紙：「労基ニュース紀の国」の発行 

昭和４９年から発行し続けている協会紙「労基ニュース紀の国」について、 

引き続き紙面の充実を図りながら、会員や関係機関への情報の提供等を実施

しました。  

  （ロ）ホームページ等によるより迅速な情報の発信 

     ホームページを平成22年4月に開設以来、技能講習等実施計画及び各種

講習、催し等必要な情報提供を行うことにより、幅広い情報発信に寄与し着

実に浸透してきています。 

     また、利用されている会員から好評を得ているメールマガジン「和労基ｍ

ａｉｌ」については、さらに利用者を広める取組を行ってきました。 

 

２ 公益目的事業＜２＞（事故又は災害の防止を目的とした事業＝労働安全衛生法に

基づく免許、技能講習及び特別教育等の教育・講習等の事業） 

（１）出張特別試験の実施 

（イ）近畿安全衛生技術センターによる出張特別試験については、和歌山県勤労者

福祉会館（「プラザホープ」）にて、令和６年９月６日、７日の２日間にかけて実

施し、受験者数は全体で994名でした。 

 

（２）技能講習等の実施……（詳細資料は別掲） 

令和６年度の技能講習等の実施実績は以下のとおりです。 

  （イ）技能講習           実施回数８２回 受講者数３，２１９名              

  （ロ）安全管理者等養成講習     実施回数２６回 受講者数  ９４７名 

  （ハ）特別教育等安全衛生教育    実施回数５３回 受講者数１，６７１名                    

  （ニ）衛生管理者受験準備講習    実施回数  １回 受講者数   ９０名 

         合計            １６２回     ５，９２７名 

 

   ※参考事項＜技能講習等の受講者数の推移＞ 

平成２４年度：実施回数１１３回、受講者数４，２６７人 

平成２５年度：実施回数１２１回、受講者数３，９１５人 

平成２６年度：実施回数１２３回、受講者数４，１１７人 

平成２７年度：実施回数１１５回、受講者数４，０９７人 

平成２８年度：実施回数１１９回、受講者数４，０５２人 

平成２９年度：実施回数１２５回、受講者数４，１４４人 
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平成３０年度：実施回数１３７回、受講者数４，９９０人 

令和元年度 ：実施回数１３４回、受講者数５，２６３人 

令和２年度 ：実施回数１２５回、受講者数３，８８９人 

令和３年度 ：実施回数１４０回、受講者数５，７６６人 

令和４年度 ：実施回数１４９回、受講者数６，５５７人 

令和5年度 ：実施回数１５７回、受講者数６，７３４人 

 

（３）その他の安全衛生教育等 

  （イ）令和６年度「経営者安全衛生セミナー」 

中災防大阪安全衛生教育センターとの共催で、大阪安全衛生教育センターで 

令和６年５月14，15日及び５月22，23日の２回開催した経営者安全 

衛生セミナーには、当県から4名参加しました。 

  （ロ）衛生管理者受験準備講習会 

近畿安全衛生技術センターによる出張特別試験にむけての受験準備講習会を

6月17日～19日の日程で開催し、第1種衛生管理者54名、第2種衛生

管理者3６名が受講しました。 

 

３ 収益事業 ＜１＞（安全衛生関係書籍及び用品等の販売（斡旋）の事業） 

  この事業は、当法人の目的に沿った書籍等安全衛生用品の販売（斡旋）の事業で 

すが、以下のとおり実施しました。 

（イ）全国安全週間等におけるポスター、幟、安全衛生用品の販売 

（ロ）技能講習及び特別教育用テキスト、国家試験参考書籍、関係法令等の解説図 

書等の販売 

 （ハ）動力プレス機械検査標章の販売 

 （ニ）健康診断個人票様式の販売 
 （ホ）安全衛生ＤＶＤビデオの無料貸出し（会員限定） 

    （令和６年度貸出し実績：２８回６４本）貸出対象ビデオ：６５本 
 

４ 収益事業 ＜２＞（中小規模事業場を対象とした労働安全衛生法に基づく一般定

期健康診断等の実施における計画の作成と案内、受診勧奨、受付等の業務） 

    労働安全衛生法に基づく一般定期健康診断、特殊健康診断の実施計画の策定、 

   受診勧奨の実施、健診当日の受付及び健診費用の受領等の業務を実施しました。 

    

５ 委託事業等関係 

（１）全国労働基準関係団体連合会（「全基連」）の事業 

（イ）外国人技能実習制度関係者養成講習の実施 

  平成２９年１１月に施行された「技能実習法」に基づき、技能実習制度をこれ
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まで以上に適正かつ円滑に運営する観点から、技能実習生を我が国に受け入れる

監理団体や、実際に技能実習を行う実習実施者は、技能実習を担当する役職員の

職務に応じて、技能実習・入管関係法令、労務管理・安全衛生の分野等に関する一

定の講習(養成講習)が義務付けられました。全基連は、その講習の運営実施者とし

て認定され、平成２９年度より全都道府県で前述の養成講習を実施しております。  

当協会においても、全基連和歌山県支部として、令和６年７月 29 日から７月

31日までの３日間実施し、計19名が受講しました。 

（ロ）建設業の一人親方等に対する安全衛生教育支援事業 

  令和6年度から始まった、建設業の一人親方等に対する業務の特性や作業の実

態を踏まえた研修会や現場における技術指導を通じて一人親方等の安全及び健

康の確保を図ることを目的とする事業で、本年度は指導員 1 名を配置して、6

現場（3日）に対してパトロールを実施した。 

（ハ）個別労働紛争解決研修事業 

  令和5年度から受託している上記事業に関し、協会のホームページ、機関誌を

通じ、「研修・セミナー」（ｗｅｂ）への参加勧奨を行いました。 

 

（２） 中央労働災害防止協会（「中災防」）関連の事業 

（イ）「中災防地域安全衛生広報活動等事業」の実施 

「中災防地域安全衛生広報活動等事業」において、中災防の行う各種安全衛生サ

ービスの窓口としての対応、中小企業無災害記録証の問合せ、申請勧奨等その他

安全衛生思想の普及・広報活動を実施しました。 

（ロ）「中小規模事業場安全衛生相談事業」の実施 

中小規模事業場の多様な課題の解決に資すること等を目的として、平成３０年

度から中災防と業務委託契約を締結し実施している「中小規模事業場安全衛生相

談事業」について、相談会の開催や常設の相談窓口を開設し、安全衛生に係る助

言･相談･情報提供等を行いました。常設での相談件数は、117件でした。 

  （ハ）「緑十字賞」候補の推薦 

    中災防が、毎年、全国産業安全衛生大会で表彰を行っている産業安全又は労 

働衛生の功績者に対する「緑十字賞」について、その表彰規程に基づき候補者 

1名を推薦しました。 


